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研究要旨  

就学前の発達障害支援の時期として話題になる 5 歳の年齢において、担当の保育士や幼

稚園教諭（以下、保育者）の、発達や行動面で気になる子ども（以下、気になる子ども）

への気づき、対応内容、対応に困る場合の援助要請行動を明らかにすることを目的として

保育者を対象とした郵送によるアンケート調査を行った。気になる年中児は全体の 12.2％

であった。自閉症スペクトラム障害、協調運動性障害、注意欠陥多動性障害を示唆する項

目の該当率から鑑みると、保育者は子どもの社会性や協調運動の問題など生活上の問題を

保育場面で把握している可能性が示唆された。保育者の気づきが支援の第一歩として活用

されるべきである。クラスに気になる子どもがいる保育者のうち 86.8％は対応に困り感を

もち、その大半が親への対応で苦慮していた。7割の保育者が園外の専門家の助言を求めて

おり、その中で巡回相談が大きな位置を占め、巡回相談の拡充とその内容の充実が重要と

考えられた。幼稚園では園外機関への相談を利用した保育者は 1 割、巡回相談も含めて約

半数の利用率であり、幼稚園ではまだ十分に外部との連携が浸透していなかった。保健、

教育、福祉、医療などのサポート資源は、必要な場合いずれの園からも支援依頼できるよ

う保育者支援を強化し、就学前支援につなげることが重要である。 
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Ａ 研究目的  

 今日、発達障害を遅滞なく早期に診断し、

適切な支援につなげる地域システムの確立

は緊急性の高い課題である。学校生活の重

要性を考えると、支援が必要な子どもを就

学前に確実に把握し、就学前から介入を始

め、継続的な支援につなげていくことは、

小児期だけでなく成人後のメンタルヘルス

や QOLの向上においても重要である。荻野

ら（2012）は、知的障害のない広汎性発達

障害成人の発達の問題に対する親の気づき

の平均年齢は 4.4 歳と報告している。子ど

も、家族、保育所など複数の情報源にもと

づく情報収集をもとに、保育所や幼稚園と

いう集団の場における子どもの様子の把握

は重要である。発達の偏りのある児童を就

学前に確実に把握し、就学前から介入し支

援につなげていくことは就学後のメンタル

ヘルスの問題の予防にとても重要である。

そのための方策として、東京都は「5 歳児

健診」の導入を進めており、わが国の一部

の地域では 5 歳児健診が導入されている。

しかし、5 歳児健診のベースとなるわが国

における 5 歳児の精神医学的な実態調査は

行われていないのが現状である。このたび

我々は、発達障害を中心に精神医学的な問

題を的確に把握し、適切な支援につなげる

ための実行可能で有効な 5 歳児健診のあり

方を検証するために、保育者の視点で行動

や発達に懸念のある 5 歳児が、どのように

把握されているのかについて、保育者から

の回答を通して明らかにすることを目的と

して担当保育者を対象としたアンケート調

査を行った。 

Ｂ 方法 

Ｈ23年度報告書で報告済 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はすべて，臨床研究に係る倫理指針

に基づき，東京都保健医療公社多摩北部医

療センター倫理委員会の承認を得て行って

いる。 

 

 

Ｃ 研究結果 

１．保育者が気になる行動 

図１に、気になる子ども 393 人について

の回答として挙げられた気になる行動を、

多い順に示した。最多は「指示が入りにく

い」（204 人、51.9％）で過半数の園児が該

当し、次いで「多動」（181人、46.1％）、「眼

と手の協調が苦手」（142 人、36.1％）と続

いた。 

さらに、それぞれの項目の該当率を年中

児全体に占める割合で示した。社会性の問

題を反映する「強く促されないと他児と遊

ばない」2.5％、「集団行動できない」4.3％

であった。協調運動の問題を反映する「眼

と手の協調が苦手」4.4％、「全身の動作が

難しい」2.6％であった。多動や衝動性の反

映である「多動（そわそわして落ち着かな

い・よく動き回る）」は 5.6％、「順番を待て

ない」は 2.7％を占めた。また、「指示が入

りにくい」は年中児全体の 6.3％を占めた。 

 

２．気になる子どもへの対応で保育者が困

ること 

クラスに気になる子どもがいると回答し

た保育者 121人のうち、子どもへの対応で
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保育者自身が対応に困っていると回答した

者は 105 人（86.8％）と、ほとんどの保育

者が困り感をもっていた。「具体的に子ども

にどのように対応したらいいかわからな

い」42名（対応に困ると回答した保育者 105

人の 40％）、「子どもに個別対応しても、よ

い変化が見られない」36名（34.3％）、「親

にどのように説明したらいいかわからな

い」43名（41.0％）、「親に説明しても親が

理解しない」35名（33.3％）であった。 

子どもと親の両方の対応に困っていると回

答した保育者は 41人（33.9％）で最も多く、

次いで児への対応のみに困っている保育者

が 36 人（30.0%）、親への対応のみに困っ

ている保育者が 28人（23.1％）であった。 

 

３．保育者が困ったときの対応および相談

先 

図２に示すように、ほぼすべての場合で

園内での話し合いがなされていた（117名、

96.7％）。ほとんどの場合で親と話し合う、

と回答された（101 名、83.5％）。一方、巡

回相談で相談すると回答したのは、67 名

（55.4％）であった。相談先を園内と園外

で分けると、関係者のみ（園内で話し合う、

園の OB、園医に相談する）は対応に困った

保育者の約 3割弱（35人）であり、残りの

約 7割（86人）は園外の専門家に助言を求

めていた。そのうちの過半数（47人）は巡

回相談のみであり、専門機関（保健・教育・

福祉）に援助要請行動をとったのは 3 分の

１（38人）に満たなかった。 

  

Ｄ．考察  

本研究は、5 歳という年齢に焦点を当て

て、保育所と幼稚園で保育者の、子どもの

行動や発達への気づき、子どもの支援ニー

ズへの対応、援助要請行動について、いく

つかの点を明らかにした。 

１．保育者の「気になる子ども」の割合と

その背景 

東京郊外の一つの医療圏内の 5 歳児の年

中児クラスを担任する保育者 135 名の回答

からは、その約 9 割もが担当クラスに気に

なる子どもがいるという気づきをもってい

た。これは、和歌山県 3 市の幼稚園保育所

の 87.5％の園が「情緒面・行動面で気にな

り発達障害が疑われる児」がいると回答し

たと報告と一致し、ほとんどの保育者が「気

になる子ども」の保育にあたっており、そ

の保育に伴う様々な問題に対応せざるをえ

ない現状であることが示唆された。 

次に、保育者が回答した「気になる子ど

も」は、年中児の 12%にも及んだ。この中

には発達障害だけでなく、家庭における育

児上の問題に起因した行動の問題も含まれ

ていると推測される。平成 17年度の栃木県

での 5 歳児相談モデル事業健診（対象は

2321人の年中児）の結果を報告した下泉ら

(2011)によると、指導、経過観察、二次健診・

医療機関紹介となった児は 20.4％で、その

うち発達障害の疑いは 6.5％、虐待の疑い、

家庭環境の問題、育児不安、しつけ、叱り

方など育児上の問題が 7.7％であった。発達

障害の疑いと育児上の問題を合わせると

14.2％になり、今回の研究結果と近い値で

あった。 

２．保育者が「気になる行動」の割合と発

達障害の有病率との関連 
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保育者が気になる行動の内訳に関しては、

年中児全体に占める割合は「強く促されな

いと他児と遊ばない」は 2.5％、「集団行動

できない」は 4.3％であった。これらの社会

性の障害は自閉症スペクトラム障害に代表

されるが、Kimら(2011)の、韓国の 7-12歳

の通常学校の一般児童における自閉症スペ

クトラム障害の有病率は 1.89％、特別学校

を含めると有病率は 2.64％と推定されてお

り、保育者による子どもの社会性の指摘の

割合が自閉症スペクトラム障害の有病率と

近似していることから、保育者は集団活動

の中ですでに問題に気づいている可能性が

示唆された。 

また、協調運動を測る項目では、「眼と手

の協調が苦手」は 4.4％、「全身の動作が難

しい」は 2.6％を占めた。これらの項目は発

達性協調運動障害にみられる特徴であるが、

アメリカ精神医学会はこの有病率を 6％と

推定している（Diagnostic and statistical 

manual of mental disorders: DSM- Ⅳ-TR, 

2000）。この 2 項目の合計が発達性協調運

動障害の有病率に近いことから、担任の保

育者は子どもの協調運動の問題を日々の活

動の中で正確に気づいている可能性がある。 

さらに、注意欠陥多動性障害を示唆する

項目では、「多動」は 5.6％、「順番を待てな

い」は 2.7％を占めた。ノルウェーの就学前

児童(4 歳)の一般人口における精神医学的

疾患の有病率をみた Wichstrom ら（2012）

の報告では、ノルウェーにおける有病率は、

注意欠陥多動性障害 1.9％である。また、ア

メリカにおける 5-11歳での人種別の注意欠

陥多動性障害（Attention Deficit Hyperactivity 

Disorder; ADHD）の有病率の年次変化をみ

た Getahun ら（2013）の報告では、ADHD

の有病率は 2001年に 2.5％、2010年に 3.1％

であり、アジア人種において年次変化は乏

しく 1.2％であった。保育者の評価する多動

性や衝動性といった問題は、ADHD の有病

率よりもやや多いと思われる。年齢相当の

活動性の児童であっても、活動性がやや高

い児童については、何らかの要因が重なる

と集団行動の中では担任保育者の「気にな

る」行動となる可能性がある。 

また、「指示が入りにくい」は年中児全体

の 6.3％を占めた。この項目は、子どもの言

語理解、認知、集団の中での対人注意、社

会性といった様々な力を反映するものであ

り単一の病態とつなげて論じることは困難

である。2002年の文部科学省の「通常学級

に在籍する特別な教育的支援を必要とする

児童生徒に関する全国調査」では、知的発

達に遅れはないものの学習面や行動面で著

しい困難を示すと担任教師が回答した児童

生徒の割合は 6.3％、2012 年の文部科学省

による同様の調査でも 6.5％と見積もられ

ている。文部科学省の調査の項目とは異な

るが、本研究における保育者が気になる「指

示が入りにくい」という状態は学習面の問

題につながる可能性があり慎重に個々の子

どもの支援ニーズを評価する必要がある。 

社会性や協調運動の比較的軽度な問題は

親にも乳幼児健診の機会にも気づかれにく

いが、診断がなされるか否かとは無関係に、

担任保育者は日々の集団活動での観察を通

して、的確に把握しうる可能性が示唆され

た。保育者による何らかの問題の気づきは

その後の支援の第一歩として活用されるべ

きである。 

３．保育者の「気になる子ども」への対応

への困り感 
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実際の気になる子どもの対応について、

ほとんどの保育者は困り感を表明した。そ

の大半が親への対応で苦慮していた。気に

なる子どもの多くは専門家による支援を受

けていないため、保育者は、集団生活で明

らかになった気になる園児の具体的な状況

を親に理解してもらえるよう伝え支援する

という重要かつ困難な役割が期待されてい

る。しかし、4 割の保育者が「親への説明

の仕方がわからない」という結果であった。

保育者は発達やメンタルヘルスの問題につ

いての教育や訓練の経験は乏しく、それぞ

れの経験を基に対処しているのが現状であ

るため、保育者が必要としたときにより専

門性の高いメンタルヘルスの専門家に相談

しサポートが得られる体制の充実と保育者

養成の必須課目にこれらの知識習得を明確

に位置付ける必要性が強調される。中里は

保育士として、保育所で「ちょっと気にな

る子」について家庭の見方と保育所の見方

が異なる場合に、親との十分な信頼関係を

築いた上で「発達チェック表」をお互いに

つけて照合したり一緒に話し合いながらつ

けると共通の方向性が見えることもある、

と述べている。ただ問題を指摘するのでな

く、子どもの良い面への気づきも含め多面

的な視点で共通理解を図ることが必要であ

ろう。 

４．保育者の援助要請行動 

 ほとんどの保育者は気になる子どもへの

対応に困ると、園内で話し合ったり、親と

話し合ったりするなど、基本的な対応を行

っていた。泉らの全国実態調査(2008)による

と、保育園の 28.7％が園内で対応し他機関

と連携していなかった。本研究では気にな

る子どもがいる保育者のうち園外機関への

相談なく園内でのみ対応している保育者は

28.9％であり、泉らの報告と同様であった。   

また、本研究では、実際には巡回相談が

利用しやすい窓口であることが分かった。

現在、巡回相談は特別支援教育の一環とし

て「医療、保健、福祉、教育、労働等の各

機関の職員や専門家が、保育所、幼稚園、

小学校、中学校を定期的に巡回して、教職

員に対する指導・助言を行うほか、障害の

ある子どもの保護者からの相談を受ける」

（ 文 部 科 学 省

HP,http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/toku

betu/material/021/007.htm）とされている。そ

の形態は自治体によってさまざまであり、

心理士などが地域の保健、医療、福祉、教

育機関に委託されて請け負っている場合が

多い。巡回相談の充実を希望する保育者が

7 割を超えていたことからも、今後巡回相

談サービスの拡充とその内容の充実を進め

ることが重要である。同時に保育者が利用

しにくいバリアが何かを明らかにし、より

巡回相談の活用を促すことも大切である。

専門機関に援助を要請するにはまだバリア

が大きいことが示唆されたこと、約半数の

保育者が気になる児への対応に関する研修

会を望んでいることが明らかになった。専

門家による保育者支援のあり方は、地域の

特性に応じて、保育士のニーズに応じた、

より実効性の高い継続的な仕組みが工夫さ

れる必要があると考えられる。その際に、

巡回相談の機能を強化することは、保育

所・幼稚園における子どもと家族への支援、

そして他機関への連携を促進する鍵の一つ

となるであろう。  

５．「気になる子ども」の保育環境による違

い 
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「気になる子ども」は平均すると一クラス

当たり 13.0％であるが、0 から 53.3％まで

と回答者によるばらつきが大きかった。こ

のような保育者の気づきや意識のばらつき

に影響しうる保育環境の要因を調べたとこ

ろ、気になる子どもの一クラス当たりの割

合は保育所の方が幼稚園より高く、また園

種にかかわらず一クラスが少人数であるほ

ど高いことが明らかになった。保育所は「保

育に欠ける児童の保育」の場である一方、

幼稚園は一般的に午後には保護者が家庭で

育児ができることが前提となっており、保

育者による保育時間など、保育環境には違

いがある。また、保育者の意識や気づきが

保育環境のみに起因するとは限らない。子

どもの特性や家庭環境の違いが通園先の選

択にバイアスをもたらしている可能性があ

る。本研究では子どもについての客観的な

情報や家庭環境についての情報を集めてい

ないため、この点についての評価はできな

い。 

また、園種の違いは保育者が児の対応に

困った際に専門家に援助を要請する行動に

も影響を与えていた。幼稚園では、巡回相

談含め園外機関を利用しない保育者は約半

数おり、園外の専門機関への相談は 1 割強

と少なかったのに対し、保育所では約半数

が園外の専門機関に相談しており、巡回相

談ふくめ園外機関を利用しない保育者が 1

割強という対照的な結果であった。そもそ

も保育所は、地域における子育て支援の拠

点として保健所との連携、医療・療育機関

の連携の土台がある施設であり、保育所保

育要領では障害のある子どもに対しても、

「保健所、医療機関などとの連携」が強調

されている。一方、幼稚園では、2008年の

幼稚園教育要領改訂の際に、障害のある幼

児の指導にあたっては「特別支援学校など

の助言又は援助を活用」、あるいは「医療、

福祉などの業務を行う関係機関と連携」し

て保育にあたるべきであることが示された。

しかしながら、本研究の結果は幼稚園では

まだ十分に外部との連携が浸透していない

ことが明らかになった。こうした園外の保

健、教育、福祉、そして医療などの専門家

が必要な場合にはいずれの園からもアクセ

スできるような地域体制の構築が必要と思

われる。 

 

 

Ｅ．結論 

１．5 歳児を担当する保育者は、約 1 割の

子どもを「行動や発達の気になる子ども」

と認識しており、発達障害や育児上の問題

をベースにした行動の問題を評価している

と考えられた。 

２．保育者の大半が気になる子どもの対応

に苦慮している一方、子どもの社会性や協

調運動の問題と関連した生活上の問題は保

育場面で早期に把握している可能性が示唆

された。保育者の気づきは、より専門的な

インプットがあればその背景にある子ども

の特性を理解することにつながり、発達障

害のリスクのある子どもとその家族にとっ

て、適切な支援やサービスをうけるきっか

けとなりうる。 

３．保育者が相談する園外機関としては巡

回相談が利用しやすい窓口であった。 

発達支援が必要な子どもの就学後の問題

を予防し適切に導くために、できるだけ早

期に問題の発見と支援を開始するのが望ま

しい。1 歳半や 3 歳児健診を充実させて早
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期発見につなげる以外に、3 歳までの健診

を補完する目的で 5 歳児健診を行う際には、

親からの情報に加えて保育者からの情報を

有効に活用する工夫が必要と考えられる。

保育者の気づきを高め保育場面で適切な支

援が可能となる地域システムの整備が望ま

れる。 
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図１：気になる子どもの気になる行動別割合（n=393） 

 

 
 
 
図２：気になる子どもがいる保育者(121人)が対応に困ったときの具体的な対応および相談

先 
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